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アメリカ保護貿易主義の政治経済学*

――州 別 デ ー タ に よ る 計 量 分 析――

プロジェクト指導:森口　親司(大阪大学教授)

 中谷　　巌(大阪大学教授)

　1985年は，米国の保護貿易主義が過去に例をみないほどの高まりをみせた年であった。

ＪＥＴＲＯのまとめによれば，昨年一年間で米国議会に提出された保護主義法案は，主要な

ものだけでも98本を数えた。こうした状況から，今日の世界経済の発展を支えてきた「自

由貿易システム」そのものの維持，発展に重大な危機を招くことが懸念されている。

　本稿の目的は，こうしたアメリカの保護貿易主義の背景にある政治・経済的要因を分析'

し，保護主義高揚のメカニズムを把握することにある。一般に，議会における保護主義法

案提出行動は，議員達のおかれた政治的環境，あるいは，その選挙区の経済的諸要因を何

らかのかたちで反映したものと考えられている。本研究では，計量的手法――プロビッ

ト・アナリシス――を用いることによって，こうした仮説の検証を試みた。

　具体的には，上院議員について，1985年1月から同年9月のG5までの期間に，保護主

義法案を提出したか否かを被説明変数とし，a  p ro r i に想定される政治・経済変数を説明

変数として回帰したところ，有意な結果が得られた。とりわけ，政治要因としては貿易小

委員会メンバーであるか否か，経済要因としては，労働者平均年収，失業率，製造業輸出

関連雇用比率，製造業雇用変化率が強い説明力を有している。また，ここで推定したモデ

ルは，概ね9割の現実追跡力を持ち，充分な信頼度を備えたものとなっている。

　日本としては，アメリカの保護主義動向を早期に察知し，適切な対応をとることが必要

であるが，その際①貿易小委員会メンバーの動向，②改選時期の近い議員の動向，③地

域的には平均年収が低くかつ輸出依存の高い州の動向に注意を払うことが必要である。ま

た，上院で保護主義法案は出されていないがその潜在的圧力の強い州として，製造業輸出

雇用比率の高いバーモント州，および失業率の高いルイジアナ州をあげることができる。

最後に，日本の対米投資の促進とそれによる雇用の拡大は，現地の保護主義圧力を弱め

るという二とが，不充分なかたちながらも確認された。
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Ⅰ ． は じ め に―目 的 と 構 成―

　日米間の経済摩擦は，今や世界経済が直面す

る最も重大な問題の一つとなっている。日本の

経常黒字およびアメリカの経常赤字は，かつて

どの先進国が経験したより大幅なものであり，

また日米二国間の収支についても同様に，先進

国貿易の歴史上最大の不均衡を記録しているの

である。

　こうした状況は，アメリカにおけるいわゆる

保護貿易主義の高まりを招き，ひいては今日の

世界経済発展を支えてきた伯由貿易システ

ム」そのものの維持，発展に重大な危機を招く

ことが懸念されている。日本としては，日米間

の経済不均衡を解消するためのマクロ経済政策

および諸々の構造調整政策をとる一方で，アメ

リカの保護主義の動向に細心の注意を払いつ

つ，必要な対策を構じて行かねばならない。

　本稿の目的は，こうしたアメリカの保護貿易

主義の背景にある政治・経済的要因を分析し，

保護主義高揚のメカニズムを把握することにあ

る。いわゆる保護貿易主義の高まりは，さまざ

まな形で捉えることができるが，本稿では，保

護主義の最も直接的な政治行動であるところ

の，議会における保護主義法案提出に着目す

る。そして，こうした法案を提出した議員と提

出しなかった議員の政治的属性，および議員の

選立地盤である各州の経済データとの間に，い

Ⅱ．保護貿易主義の高まり

1．増加した保護主義法案

　1985年は，米国の保護主義が過去に例をみな

いほどの高まりをみせた年であった。

　英エコノミスト誌(85/8/ 24号)によれば，

米議会に提出された保護主議法案は400に達す

ると報じられている。この数字はやや大げさで

あるにしても， ＪＥＴＲＯ(日本貿易振興会)のま

とめによれば，昨年一年間で米国議会 (上・下

院)に提出された保護主義法案は，主要なもの

だけでも98本を数えた。また，昨年提出された

保護主義法案は，個別品目のみを対象としたき

わめて限定的なものから，米国の通商政策の根

本的な変更を求めるマクロ的なもの崔で多種多

かなる統計的関係があるかを明らかにする。も

とより，一国において保譲貿易主義が高まる政

治経済的メカニズムは，極めて複雑で多様なも

のである。そこには，社会的，文化的，歴史的

な要因がさまざまな形で作用しているものと考

えられ，単純な政治・経済変数のみでこれを捉

えることはできない。しかし，そうしたメカニ

ズムが複雑であればあるだけ，その根底にある

政治的・経済的ファクトを客観的に把握し，そ

れらについて統計的な検証を行うことの意義は

大きいと思われる。

　以下では，まず第Ⅱ章で，最近のアメリカに

おける保護主義の高まりを概観し，その捉え方

について整理する。次に第Ⅲ章および第Ⅳ章で

は，上院における保護主義法案提出行動と，そ

の背景にある政治・経済要因の関連を分析す

る。とりわけ第Ⅳ章では，質の選択に関する非

連続統計量(例えば法案を提出しているか否

か……)を被説明変数とする場合の回帰分析に

用いられる「プロビット・アナリシス」を応用

し，計量分析を試みる。プロビット分析の応用

例は，わが国では未だ数少ないが，本稿での応

用を通して，実証的政治・経済研究における同

分析の有用性が明らかにされる。

　最後にⅤ章では，これら計量分析に基づく

政策的インプリケーションを議論する。
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表２－１　85年に提出された主な

　　　　　保護主義法案
表２－２　党派別にみた上下両院の
　　　　 保護主義法案提出議員数

は，Ｇ５(先進５か国蔵相・中央銀行総裁会議)

において外国為替市場への協調介入が決定さ

れ，不介入政策は放棄された。また，翌９月23

日に，レーガン大統領は，新通商政策を発表

し，外国の不公正貿易との対決姿勢を内外に明

ホした。

　こうしたレーガン政権の矢継ぎ早やの対応策

の結果，10月以降保護主義圧力はややおさまり

をみせてきた。しかし，86年５月には，下院本

会議において，極めて保護色の強い包括法案が

可決されるなど，秋の中間選挙を控え，保護主

義圧力が再び高まる機運をみせている。

2．保護主義の捉え方

　それでは，こうした保護主義圧力の高まり

は，いかなる要因からもたらされたのであろう

か。

　まず第一に考えられるのは，米国のマクロ経

済環境の悪化である。米国経済は，82年末以降

急速な拡大を遂げてきたが，84年後半から拡大

テンポは大きく鈍化していった。また，米国の

貿易収支赤字は拡大を続け，84年には1233億ド

ルと巨額に達していた。さらに，失業率は，82

年12月をピークとしてその後穏やかな低下傾向

を辿ったが，製造業部門の雇用は，85年２月以

降ほぼ一貫して減少を続けた。

　このようなマクロ的な米国の経済不振，とく

に，貿易収支の悪化が，保護主義の背景にあっ

たことは明らかである。

様であり，この時期の保護主義圧力の複雑さ，

広がりを示している。(表２－１)

　さらに昨年の保護貿易主義の高まりは党派を

超えたものであった点も重要である。

　国際経済問題研究所のデスラー (1986)によ

れば，民主党議員は，「海外のライバルに甘い

通商政策を，米国の非工業化につながると批判

することによって，大統領ロナルド・レーガン

の強さを生み出す二つの核，すなわち，国内に

おける経済の回復と，世界で“胸を張って堂々

と立っているかっこよさ”の両方を切り崩せる

かも知れない」と考えた。また，共和党議員に

ついては，泊らの弱みを自覚し，海外の競争

相手に厳しい姿勢で臨み，輸入を規制するため

の諸提案を行うという先制攻撃に打って出た」

と述べている。

　ただし，党派別に上下両院の保護主義法案提

出議員の数をみると(表２－２)，保護主義勢力

は，上院では共和党，下院では民主党議員の中

に多いという特徴がみられている。

　いずれにしてもこうした保護主義の高まりか

ら，レーガン政権は，それまでの国内重視政策

からの転換を余儀なくされた。昨年９月22日に
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一方，政治経済学的な立場からみれば，保護

主義は，自由貿易主義の原則に固執するレーガ

ン政権に対して，より現実的な対応を期待する

議会の不満の表われとして捉えることができる

(デスラー(1986))。周知のように，レーガン

大統領は，81年に就任して以来，一貫して自由

貿易主義の旗印を掲げてきた。また，商務省，

ＣＥＡ(大統領経済諮問委員会)など，大統領の

経済政策の担い手も，マクロ経済的思考が強

く，自由貿易主義を支持する立場をとってき

た。これに対して，議会では，このようなレー

ガン政策を無策であるとし，苛立ちを強めてい

る。保護主義的行動は，こうした議会の不満表

明のプロセスとして捉えられるものである(佐

藤英夫(1982))。

　しかし，いずれにせよ重要な点は，先に述べ

た経済不振の影響は，何も米国全土に一様に観

察される訳ではなく，また個別議員のレーガン

政権の対外政策に対する考え方についても，一

様ではなかったかということである。それゆ

え，昨年来高まりをみせた米国の保護主義を，

こうしたマクロ的な側面からのみ図式化して捉

えるだけでは不充分である。

　保護主義のメカニズムを正しく捉えるために

は，マクロ的な視点に加え，個々の保護主義法

案が議会に提出されるに至った要因を，ミクロ

的な視点から検討することも必要であると考え

られる。こうした観点に立つ七，本論では，保

護主義法案が提出されるに至った要因を，州毎

の経済データ，齢よび各議員の政治的背景の中

から見い出し，米国の保護主義の実態を明らか

にしてゆくこととする。

　ただし，以下の分析の対象は，昨年１月から

９月までに提出された保護主義法案に限った。

これは，その期間が保護主義圧力が最も高まっ

た時期であること，また９月のＧ５以降は，保

護主義の中心が特定の議員の意向を反映してい

るとは考えにくい包括的な貿易法案に移ったこ

とによるものである(顧た分析の対象となっ

た保護主義法案は，ＪＥＴＲＯ資料に基づいてい

る。しかし，このうち保護主義的色彩が薄いと

判断されるものは削除した)。

Ⅲ ． 保護主義と政治・経済要因

　本章では，保護主義法案が提出されるに至っ

たミクロ的要因として，どのようなものが考え

られるかを検討する。具体的に，各州毎の経済

データ，および各議員の政治データについてと

りあげることとする。

1．州別経済データ

　米国は，それぞれ異なった地域的特性，産業

構造を持った州の集合体である。このため，84

年後半以降の米国経済の不振も，州毎にみる

と，大きなばらつきがあった。

　ちなみに84年の失業率をみると，米国全体で

は7.5％であったが，これを州別にみると，最

も高かったウェストバージニア州の15.0％から

最も低かったニューハンプシャー州とサウスダ

コタ州の4.3％まで，大きな開きがあった。こ

のように，経済動向が州毎に大きく異なってい

ることから，保護主義圧力も州によって大きな

違いがみられる可能性が高い。

　一つの例として，次の図をみてみよう。図

３－１は，米国の各州を，それぞれの州から選

出された上下両院議員のうち少なくとも１人が

85年１～９月の間に保護主義法案を提出したか

否かによって色分けしたものである。同様に図

３－１は，州毎に輸出関連製造業雇用者数の総

雇用者数に占める割合を算出し，それにより州

を色分けしたもので遜る。両者を見較べると，

重なり合う部分が多いことに気づく。事実，表

３－１から明らかなように，輸出関連製造業雇

用比率が3.5％以下の州では，保護主義法案の

提出されていた州が全体のわずか23％にすぎな

かったのに対し，その比率が3.6考以上の州に
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図３－１　85年１－９月に保護主義法案が提出された州

図３－２　州別輸出関連製造業雇用比率

ついてみると，実に71％の州で保護主義法案が

提出されていた。すなわち，輸出関連製造業雇

用比率の高い州ほど，最近の輸出不振，輸出相

手国の貿易制度等に敏感に反応し，これが議員

の保護主義法案提出となって現われた可能性が

高いことを示している (1960年代の米国におい

ては輸出州ほど自由貿易主義的であったとの指

摘がある。最近の米国の輸出不振等が，こうし

た輸出州の政治的風土を変容させたことにな

る)。

　この輸出関連製造業雇用比率のように，保護

主義法案提出に影響を及ぼすと a  pr ior i  に想

定される州別経済データには，以下のようなも

のが考えられる。
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表３－１　輸出関連雇用比率と保護主義
法案の提出

　同比率は，各州に進出している日系企業(製

造業)の雇用者数を当該州の製造業雇用者数全

体で割ったものである。この指標が保護主義法

案の提出に及ぼす影響については，相反する二

つの見方ができる。一つは，日系企業における

雇用の増加が，保護主義圧力の低下につながる

とする見方である。しかし，一方，全く逆の見

方もできる。すなわち，日系企業が数多く進出

している州は，そもそも工業化が進んだ州であ

る可能性が高いことから，保護主義圧力はむし

ろ高いというものである。

　なお，米国における保護主義圧力を検討する

ためには，米国に進出している外国企業全体の

雇用比を指標として採り上げるべきである。し

かし，ここでは，データ上の制約から，日系企

業のみの雇用比を考えることとする。

2．議員別政治データ

　米国の議員が議会においてどのような行動を

表３－２　政党別，改選時期別にみた保護
  主義法案提出議員の分布

(1)　労働者平均年収

　この変数は，所得水準の面から，その州の経

済状況を表わした指標である。労働者の所得水

準が高く，安定していれば，海外からの対米輸

出に対する被害者意識的不満もそれほど高まら

ず，その州選出の議員の政治行動もそれを反映

して穏やかなものとなると考えられる。すなわ

ち，その変数の値が大きければ大きい程，議員

の法案提出へのインセンティブは薄まるという

負の相関が期待される。

(2)　失業率

　最も典型的に，住民の経済厚生を示す変数で

あるといえよう。そして，この数値を貿易動向

と結びつけて，「貿易赤字が…億ドル増えると，

失業が…万人増える」等という論議が行われる

こともあるが，こうした状況下では，失業率と

保護貿易主義の高まりとの間には，当然，正の

相関があると考えられる。

(3)　製造業雇用変化率

　米国貿易収支悪化の裏にある現象として，海

外からの輸入依存度の上昇，製造業の空洞化が

指摘されている。製造業が作り出す工業製品

は，典型的な貿易財であり，その雇用変化は，失

業率同様輸出入動向の影響を受けると考えられ

る。海外からの輸入拡大等によって，製造業の

生産活動が停滞し，雇用者数が減少したりすれ

ば，保護貿易主義的な動きは強まろう。したが

って，この変数と法案提出との間には，負の相

関が見込まれる。

(4)　日系企業雇用比率
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とるかは，選出州の経済動向だけでなく，各議

員の置かれている政治的環境にも影響されると

考えられる。

　ちなみに表３－２は，政党別，改選時期別

に，保護主義法案を提出した上院議員の分布を

みたもりである。これをみると，改選時期が90

年の議員が保護主義法案を提出している例がき

わめて少なく，保護主義法案の提出が，86，88

年議員に集中していることがわかる。

　また，各上院議員の前回の選挙結果を集計す

ると(表３－３)，少なくとも86年改選議員につ

いては，前回の選挙で苦戦を強いられた議員

が，保護主義法案を提出する傾向がみられた。

こうした点を考慮して，改選時期，前回の選挙

結果を，各上院議員の行動を規定した政治的要

因として採り上げることが必要と思われる。

表３－３　改選時期別にみた各上院議員

  の前回の選挙結果(％)

表３－４　貿易小委員会メンバーの保護主義・法案提出

　さらに，表３－４は，上院財政委員会の貿易

小委員会のメンバーと，彼らが保護主義法案を

提出したか否かを示している。この貿易小委員

会は，貿易関連法案の審議，制定の重要な舞台

となっている。

　注目されるのは，この貿易小委員会のメンバ

ー14人のうち実に９人が，保護主義法案を提出

していることである。また，その顔ぶれをみる

と，昨年の保護主義圧力の中心的役割を果たし

たとみられる人物が多く含まれている。このた

め，この貿易小委員会のメンバーとなっている

か否かも，政治的要因として検討する必要があ

ると考えられる。

　ただし，貿易小委員会のメンバーであるとい

うこと自体，議員にとっては一つの政治的行動

であり，その背景に先にあげた経済的要因が作

用している可能性がある。例えば，外国からの

輸入急増で失業率の上昇に悩む州において，州

民からのプレッシャーが高まり，当該議員が貿

易小委員会メンバーとなって政治的活動を行う
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可能性がある。このような場合は，貿易小委員会

メンバーであるということ自体，他の経済変数

の代理変数であり，独立変数として取り扱うこ

とができなくなる。この点を厳密に考慮するこ

とが必要である。(この点については，第Ⅳ章の

プロビット分析で各説明変数間の相関係数を調

べることで，一応のチェックを行なっている)

　最後に，労働組合組織率も政治的要因として

重要と思われる。労働組合は，海外からの輸入

を，組合員の職を奪うものとして位置づけてい

るケースが多い。こうした労働組合の意向は，

労働組合の力が強ければ強いほど，議員への影

響力を持つとみられる。すなわち，労働組合組

織率が高まれば高まるほど，労働組合の影響力

を通して，議員の保護主義法案提出へのインセ

ンティブは高まると考えられる。

3．案提出のインセンティブ係数

　これまでの考察を実証する一つの試みとし

て，ここでは，以下のようなデータ分析を行っ

てみる。これは，次章における厳密な計量分析

への橋渡しともなるものである。

　まず，分析の対象となる提出法案は，ＪＥＴＲＯ

資料に基づき，昨年１月～９月の上院における

主要なものを抽出した結果，全部で17本となっ

た (上院だけについてとりあげる理由は第Ⅳ章

で詳しく述べる)。また，先に述べた要因デー

タについて，分析対象法案の提出時期を考慮

し，できる限りそれを説明するのに適切な，直

近の84年を中心とした数値を用いることにした

(このうち，直近の84年が入手不可能な製造業

輸出関連雇用比率と労働組合組織率については

83年を用い，また製造業の雇用変化率について

は，83年から85年にかけての変化率をとった)。

　これらのデータを用い，法案を提出している

各議員毎に，要因の相対的強弱度といえるよう

な係数を算出して，その大きさを調べてみた。

これにより，各議員の置かれていた相対的な位

置を浮かび上がらぜ，把握することが可能とな

る。具体的には，当該議員顧たは当該州のデー

タ値と全議員または全州(ただし，コロンビア特

別を区除く)の平均との差をとり，これをデー

図３－３　政治的・経済的要因の強弱散布図

　 政 治 的 要 因
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タの標準偏差で割って，一種の正規化を行う。

このうち，法案提出と正の相関があると思われ

るものは符号をプラスとし，負の相関があると

思われるものはマイナスとして，政治的要因，

経済的要因ごとにまとめて，和を計算し，係数

とした。つまり，この算出した係数の値がプラ

スで大きければ，それだげ，法案提出のインセ

ンティブが強いと考えられるのである(ただ

し，各要因のウエイトは同じと前提されている

ことになる)。

　ここでは，計算可能で，かつ相関の符号の向

きを一義的に特定化できる変数についてとりあ

げた。具体的に政治に関しては，改選時期，前回

選挙での次点得票比率，労働組合組織率(83年)

であり，経済については，労働者平均年収(84

年)，失業率(84年)，製造業の輸出関連雇用比

率(83年)，製造業の雇用増減率(83年から85年

への変化)の四つである。

　係数の計算結果を政治，経済別に２次元座標

軸平面をとり，プロットしてみたのが図３－３

である。ここから，興味深い事実を指摘するこ

とができる。フロリダ州，テキサス州の議員を

除き，他のすべての法案提出議員が，経済的要

因，または政治的要因，あるいはその両方にお

いて，全米平均より大きな値を有している。ま

た，法案提出と，ここで求められたインセンテ

ィブ係数の間には，総じて正の相関のあること

が確認される。

　以上のように，アメリカ議会における保護主

義法案提出行動は，ａ　ｐｒｉｏｒｉに想定されるいく

つかの政治的，経済的要因と，何らかの関係を

有しているものと考えられる。しかし，これら

政治，経済要因のインパクトの大きさは確かで

はないし，また変数相互間の関係も複雑である

(例えば，貿易小委員会メンバーか否かという

政治的要因と出身州の失業率等の関係)・した

がって，これら変数を総合的に考慮した包括的

な計量分析によって，保護主義法案提出の背景

を明確に把握することが必要である。

Ⅳ．州別ダータによる計量分析――プロビット・アナリシス――

1．分析のフレーム・ワーク

　前章までで，我々は昨年来高まった米国議会.

の保護主義法案提出への動きが，議員達の置か

れた政治的環境，あるいは，その選挙区たる州

の経済的状況の各要因を強く反映しているとの

考察を，定性的・直観的な形で行った。

　本章では，こうした考察を，限られた条件下

ではあるものの，計量的手法を使って実証的に

分析することによって，より明確な検証を試み

てみたい。

　分析のフレームワークを今一度確認すれば，

各議員が保護貿易主義を提出したか否かを，そ

の議員に属する政治的要因や，経済的要因か

ら，どの程度説明できるかを計量的に測定する

ことである。すなわち，関数の形で書けば，

Ｙ＝ f (議員の政治的環境を表わす変数，議員

の選出区の経済状況を表わす変数)

という式の推定を行うことである。

　ここでまず問題となるのは，推定すべき関数

の従属変数Ｙは，各議員が保護貿易主義法案を

提出している，いない，という二つの選択とい

う形になることである。これについては，数量

的に０，または１に変換して定式化することが

考えられる。

　このような定式化による回帰式は通常の回帰

式と異なり，左辺(従属変数)が質の選択に関

する不連続な変数であり，通常の線形回帰の分

析法を適用することは望ましくない。こうした

分析においては，プロビット分析，あるいは，

ロジット分析と呼ばれる，非線形の確率モデル

の使用による推定が適当である。ここでは，プ

ロビット分析を用いることにした。各説明変数

の係数は最尤法により推定され，我々の分析対
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象の定式化においては，議員が保護主義法案を

提出するか否かの確率的期待値が求められる

(プロビット分析に関する解説は補論，ならび

にその参考文献を参照)。

2．分析対象

　我々の分析において，プロビット分析のよう

な計量的手法を適用するにはいくつかの困難が

ある。最も大きなものは，利用できるデータの

範囲，ならびにその信頼性と，定式化する内容

についてのフィージビリティーの問題である。

我々はデータの制約ならびに，分析目的を考慮

して，以下のように分析対象を限定することに

した。

　まず，すでに述べたとおり，分析期間は，第

２期レーガン政権がスタートした昨年１月か

ら，Ｇ５合意が行われた９月までの期間とし

た。Ｇ５合意は，米国の「強いドル」政策の転

換であったが，その大きな狙いの一つに，米国

内の保護主義の高まりに対して，これを鎮静化

することがあった。Ｇ５以降，議会の対日批判

と保護主義の動きは下火となり，その後，議会

の動きは，包括貿易法案という形に移っていっ

たことを考慮すれば，Ｇ５による為替レート是

正開始の前後で，米国議会の保護主義の動きを

区切ることは適当であろう。

　また，法案は上院，下院を問わず，提出され

ているわけであるが，ここでは，分析の対象を

上院における法案提出の有無に限ることにし

た。これは以下のような理由に基づく。

　第一に，上院の任期は６年であり，短期的状

況に左右されず，比較的長期の視野に立ち政策

活動を行うことができる。また，各州の代表と

して，平等に２名ずつ，州の大小に関係なく選

出されており，より平等に州ごとの事情を反映

した意思表示が行われる可能性が高い。さら

に，上院には，条約締結権など，国際政策上の

いくつかの点で優越権があり，一般にも下院よ

り上院の方が「格」が上と認識されている。し

たがって，我々の対象としている問題につい

表４－１　説明変数リスト

て，上院を代表的に取り上げて分析することに

よって米国全体についての方向性が適正に判断

されると考えられる。

　また分析上のテクニカルな理由として，下院

議員は各州の中で，さらに選挙区が分かれてお

り，分析に必要な信頼できるデータの把握が困

難なこと，上院議員は各州平等に２名ずつ存在

することから，分析処理上扱いやすいこと，な

どがあげられる(なお，一人の議員が複数の法

案を提出している場合も数多くみられる。こう

した場合，被説明変数である「法案提出行動」

の数量化に際しては，なんらかのウエイトづけ

を行なうことも考えられよう。しかし，恣意性

を排除し客観的なウエイトづけを行なうには幾

つかの困難が伴うため，ここでは法案提出のあ

る場合は1，ない場合はゼロとして計測を進め

る)。

3．説明変数とその符号条件

　説明変数として使用するデータは，経済では

州レベルで比較可能な数値データで亙ること，

政治では，各議員ごとに比較可能なデータであ

ること，が条件として必要である。

　残念ながら，こうした用途に利用可能なデー

タは限られており，特に政治データにおいて

は，あまり多くない。第Ⅲ章であげた一連の変

数をここでの分析でも使用する。
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表４－２　プロビット・アナリシスの結果

働者平均年収の符号は負であり，労働者の収入

が高ければ，法案提出の確率は小さくなるよう

な結果となっている。

　政治変数についてみると，貿易小委ダミーの

符号は正となり，貿易小委メンバーが高い割合

で法案提出していることが裏づけられる。改選

時期の符号は負で，改選時期が遠ざかれば遠ざ

かるほど，法案提出の確率が小さくなる結果と

なっている。同様に他のすべての変数について

も期待されるとおりの符号が得られ，事前の考

察と一致している。

　しかしながら， t値についてみると残念なが
らすべての変数が有意なわけではない。次点得

票比率や，労働組合組織率，日系企業雇用比率

などは，統計的にみて有意ではない。総じて，

(注1 )：計量分析において，説明変数間に強い相関関係が存在している可能性もあるので，これをチェック

する必要がある (例えば，第Ⅱ章で貿易小委員会メンバーと経済変数の間の関係の有無についてその

可能性を指摘した)。

各変数間の相関係数について調べた結果は，表 4 - 5のとおりであり，労働者平均年収と製造業輸

出関連雇用比  (相関係数0.692) や労働組合組織率  (同0.528)，日系企業雇用比率  (同0.547)などが

比較的高い相関を示しているものの，他のほとんどの変数間については，低い相関係数にとどまって

いる。

　変数リストをその期待される符号条件ととも

に示すと表４－１のとおりである(注1)。

4．分析結果

(1)　ケース1

　以上の政治・経済の全説明変数を使ってプロ

ビット分析を行った。コロンビア特別区を除

き，上院議員は100名おり，それぞれを観察す

るため，サンプル数は100である。

結果は表４－２に示されている。

まず，注目されるのは，期待される符号条件

と推定結果の符号とが，すべての変数について

一致していることである。経済変数についてみ

ると，失業率の符号は正であり，高い失業率の

州では，法案提出の確率が高くなる。また，労
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ダミー変数を除き，政治変数の有意性が低いこ

とがわかる。

　そこで，統計的有意度の低いものを捨てて，

有意な変数だけによるプロビット分析を行っ

た。結果として，残った変数は，労働者平均年

収，失業率，製造業輸出関連雇用比，製造業雇

用変化率，ならびに貿易小委員会ダミーの五つ

である。その結果は同表のケース１′に示して

あるが，ｔ値も比較的高く，係数の符号条件も

満足いくものとなっている。

(2)　ケース２

　ケース１では政治的変数は概して有意では

なかった。そこで，つぎに，政治的変数だけを

取り上げて，プロビット分析を行ってみた。

　推定結果は先の表４－２に並べてある。係数

の符号条件はすべて満たされており，次点得票

率の t値が良くないのを除けば，ケース１では

有意でなかった労働組合組織率や改選時期も，

有意な結果が出ている。

　次点得票比率については，第皿章で触れたよ

うに，86年改選組を取り出してみると，法案を

提出している議員グループの値と，そうでない

グループの値との間には明らかな差が見出され

る。すなわち，法案提出議員グループの方が，

次点得票比率がかなり高い。そこで，改選時期

の相違を考慮して，改選時期ごとにサンプルを

分類し，法案提出の有無と次点得票比率の関係

を検証してみた。結果は表４－３のとおりであ

り，直感的分析を支持している。86年の係数は

プラスであり，他に比較すれば，有意性は高

い。88年，90年はオ値が有意でないうえ符号は

マイナスになっている。すなわち，88年，90年

は次点得票比率の高低と法案提出のインセンテ

ィブの間には，あまり関係がなく，それに比べ

表４－３　次点得票比率についての

  プロビット分析比較

ると，86年は弱いものではあるが，プラスの影

響があると考えてよい。これは，選挙がさし迫

っている場合は，政治的アピール行動として，

法案提出のインセンティブが働いている可能性

を示唆している。

(3)　ケース３

　次に，経済的変数の影響についてみるため

に，貿易小委員会ダミーのような政治的変数を

排除し，プロビット分析を行った。結果は，同

じく表４－２にあるとおりである。この場合各

州のそれぞれ２名ずつの議員間の差を表わす

変数はなくなるため，観察されるサンプル数は

100から50になっている。

　ここでも，やはりすべての説明変数の符号は

期待される方向を示している。失業率，日系企

業雇用比率の統計的有意性は低いが，労働者平

均年収，製造業輸出雇用比，製造業雇用変化率

はかなり有意な結果となっている。

5．モデルの現実適合度

　以上，いくつかのケースに分けて，プロビッ

ト分析による推定を行ったが，その結果，変数

の有意性や，係数の符号条件については，おお

むね良好な結果が得られたといえる。そこで次

に，こうした推定の結果得られたモデルによる

理論的期待値が，現実の値とどの程度フィット

しているかについて，検証してみる必要があ

る。これは，モデルの現実追跡力をテストする

ことにほかならないが，同時にそこから政策的

なインプリケーションを引き出すこともできよ

う。

　ところで，我々の分析のような，二肢選択型

従属変数を対象とする非線形確率モデルによる

場合，連続的な従属変数の場合における分析に

比べその予測はやや複雑である。それはモデル

による期待値は確率値であり，(０，１)区間内

の連続変量として表わされるからである。この

場合，「ある選択( y＝１)をする確率は x％で

ある」というように解釈されよう。しかし，現

実に起こる結果は０か１かのどちらかである。

したがって，予測値として扱う場合，これをあ
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る基準により，０か１かに収束してやることも

有意義であろう。そこで，確率のある水準を

「臨界値」と仮定し，理論的期待値がそれを上

回れば，主体は所与の選択行動 (y＝１)をとる

として１を予測し，それ未満であれば0を予測

する，という方法で，予測値を０か１に帰着さ

ぜてやることができる。例えば，ある主体が選

挙で賛成投票する確率を予測する場合，50％を

その臨界値と置いて理論的期待値が50％以上と

なれば，y＝１(賛成投票)，50％未満ならば，

 y＝０の結果を選択すると予測するのである。

このとき，設定する臨界値の水準が問題となる

が，ここではこれを50％として，予測を行っ

た。

　サンプル数100のうち，法案提出有り(y＝１)

の現実数は17であるが，ケース1のモデルによ

る予測値の y＝１の個数は16であり，そのうち，

現実値と一致しているのは11である(一致率

64.7％)。または，全サンプル数100のうち，値

が一致している割合をみると89％の高率を示し

ている(表４－４参照)。

　また，ケース２，ケース３での同様のテスト

結果をみても，限られた条件下の中での推定に

もかかわらず，やはり，比較的良い追跡力を示

している。

　以上から，このプロビット分析モデルによる

推定と予測は，かなりの説明力と信頼度をもっ

たものとみることができよう。

表４－４　推定モデルによる予測の適合度

表 ４ － ５ 　 説 明 変 数 の 相 関 係 数 表
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Ⅴ ． 結び――計量分析のインプリケーション

　以上，米国の上院における保護主義法案の提

出行動は，ａ　ｐ ｒ ｉ ｏ ｒ ｉに想定される適切な政治

的・経済的変数によって，かなりの程度まで説

明できることが明らかとなった。もちろん，こ

こでの分析は，データのアベイラビリティなど

の面で極めて限定された範囲で行われたもので

あり，定式化および推定方法などの面でも，さ

らに工夫の余地はあると思われる。しかしなが

ら，逆に言えば，そうした制約下におげる分析

であるにもかかわらず，一応の説明力を持つ推

定結果が得られたことは，大いに注目されよ

う。

　そこで，以上の分析を受けて，米国保護貿易

主義に対して日本がどのように対処すべきか，

そのインプリケーションを検討しよう。もちろ

ん，説明変数の中で日本にとって直接的に操作

可能な変数(この場合も，政府が直接操作可能

という意味ではないが)は，日系企業雇用比率

のみであり，その意味では日本の対応範囲は極

めて限定されたものとなろう。対応の重点は，

保護主義的動向をできるだけ早期に察知し，適

切な対策をとることにあると考えられる。その

際，情報収集の面から特に注目すべき点として

は，以下が指摘されよう。

　まず第一は，常識的なことではあるが，貿易

小委員会のメンバー議員の動向に，常に注意を

払うことが重要である。前章でみたように，同

小委員会のメンバーであるか否かは，その議員

が保護主義法案を提出するか否かと深く関係し

ている。またメンバーになるという行為は，他

の経済変数(出身州の失業率など)によって，

必ずしも明瞭な影響を受けていないと考えられ

(表４－５)，当該議員の政治行動パターンを独

自に反映したものと解釈される。

　第二に，改選時期の近い議員の動向に注目す

ることが重要であろう。さらにその範囲内で，

前回選挙における次点得票率に代表されるよう

な，選挙におけるプレッシャーの強弱を考慮す

ることも有用である。

　第三に，経済面では，労働者平均年収と製造

業輸出関連雇用比率が，保護主義法案の提出状

況と深い関係にあることが明らかとなった。こ

のことは，地域的には，平均年収が低くかつ輸

出依存の高い州の動向に注意を払う必要がある

ことを示している。

　つぎに，前章の表４－４で示した「推定モデ

ルによる現実適合度」から，当面その動向に

注目すべき州(および上院議員)を議論するこ

とができる。同表において，第二行(予測値)

に含まれながら第四行(y＝１の一致数)に含ま

れていないサンプルに関しては，現在のところ

法案を提出していないものの潜在的には強い保

護主義プレッシャーの下にあると判断される。

いわばモデルの予測誤差として捉えられるこれ

らサンプルは，ケース１で５，ケース２で４，

ケース３では２となっている。

　予測誤差が生じる理由としては，今回の推定

式で採用されていない要因で重要なもの(例え

ば，議員に関してはグローバルな思考を要求さ

れる大統領の候補者であること，日系人である

ことなど)が存在していることも考えられる。

しかし，そうでない場合は，保護主義ポテンシ

ャルの強いケースとして，その動向を注目する

ことが必要であろう。具体的に州に関しては

(ケース３)，製造業輸出雇用比率の高いバーモ

ント州，失業率の高いルイジアナ州の２州が，

保護主義ポテンシャルの高い州として注目され

る。

　最後に，米国保護主義に対する日本の対応策

の一つとされている，対米直接投資について触

れておこう。第Ⅳ章でみたように，ケース１の

計測において，各州における日系企業雇用比率

と保護主義法案提出との間に，有意な関係はみ

られない。しかし，経済データのみを取り扱っ
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たケース３においては，やや有意性の認められ

る負の関係が得られている。ここで，保護主義

法案は必ずしも日本のみを対象としたものでは

ないのに対し，説明変数は日本の対米直接投資

の代理変数であることから，厳密な対応関係を

議論することは困難である。ただ，日本の対米

投資・現地雇用の増大は，地元の保護主義圧力

を弱めるという方向が，不充分ながらも確認さ

れており，その意味で今後とも活発な対米直接

投資の増加が期待されるといえよう。

　冒頭でも述べたように，米国における保護貿

易主義の高まりは，世界経済の発展を支えてき

た自由貿易システムそのものの維持・発展に重

大な危機をもたらすことが懸念される。日本と

しては，日米間の経済不均衡を改善するため

の，適切なマクロ経済政策および各種の構造調

整政策をとることが不可欠である。しかし同時

に，米国保護主義の動向そのものに細心の注意

を払わねばならない。その意味で，本論で明ら

かにされた，上院における保護主義法案提出行

動の政治経済学的分析を踏まえた，適切な対応

が求められるのである。
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(補論 )　プロビット分析の概要

　ここでは，本稿で使用したプロビット分析に

ついて簡単に説明しておく。

　経済変数を定式化しようとしたとき，時とし

て，従属変数が二つ以上の質の選択に関連して

いる場合が現われる。特にサーベイ・データの

分析を行おうとする場合に，こうした例が増え

ている。ほとんどのサーベイにおいて，行動の

反応というのは，本来，質的なものである。た

とえば，家計が住宅を保有するかしないか，学

生が寮に入るか否か，人々が選挙において賛成

票を投ずるか否か，また，雇用されているか，

失業しているかなどである。

　この場合，二りの選択肢の選択において，一

般性を失わないよう，０と１をとり，これを従

属変数として，回帰方程式を組み立てることが

できる。

　従属変数は，以下のように記述される。

　　 y＝

　ここで，ツは，説明変数の関数であり(Ｅ(y)

＝ f ( x)，各主体の属性および主体が行う選択

についての情報が説明変数 xとして与えられた

場合，主体の選択行動を予測するような方程式

の推定を行うこととなる。この場合，ある属性

を与えられた主体が二つの選択肢の中から一方

を選択する確率を求めていると考えられる。い

い換えれば，ある主体に影響する属性と，その

主体が選択する確率との関係を見出すことがモ

デルの目的である。

　この形の統計的モデルの定式化として，最も

基本的なのは，線形確率モデルである。そこ

で，プロビットモデルを説明する上で，その前

段階としてこのモデルに触れておく。

　この手法では，ツの期待値を回帰変数の線形

関数とし，

　　 y＝α＋βx＋ε，Ｅ(ε)＝０

と書き表わし，通常の線形回帰問題として，古

典的最小二乗法を適用する。先に述べたよう

に， xを与えたときの yの条件つき期待値は，

xを与えたとき事象が起こるであろう条件つき

確率と解釈される。 yの期待値はこの条件つき

確率の推定値である。

すなわち，Ｐを，y＝１が起こる確率とすると，

Ｅ(y)＝１・Ｐ＋０・（１－Ｐ）＝Ｐ

であり，このとき，Ｐは0≦Ｐ≦1の制約の下

で，以下の形で表わすことができる。

Ｐ＝

この手法に

計上の誤差

ないことで

ついて考え

の確率分布は

　　　　　　

　　y＝０　

　　y＝１　
εの分散は，

　　Ｅ(ε２)

　　　　　　

　　　　　　

となる。

　式からわ

Ｅ( y )，つ

　このよう

乗法を適用

　しかしな

る限り起こ

的期待値と

囲外におち

わち，線形関

１を超える

 xの値が存

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

α＋βx　０＜α＋βx＜１のとき

１　　　　　 α＋βx≧１のとき

０　　　　　 α＋βx≦０のとき

は，二つの問題点がある。一つは統

に関する等分散性の仮定が満たされ

ある。誤差の確率分布と，期待値に

ると，ある xの値において，誤差ε

，

　　 ε　　　　　　 f (ε)

　－α－βx　　1－α－βx＝１－Ｐ
１(住宅を買う，賛成投票をする，etc.）

０(住宅を買わないとき，反対投票をする，

　 etc.）
　1－α－βx　　　α＋βx＝Ｐ

＝(－α－βx)２(１－α－βx)＋(1－α

 －βx)２・(α＋βx)＝(α＋βx)(1－α
 －βx)＝Ｅ(y)(１－Ｅ(y))

かるように撹乱は不等分散であり，

まり， xとともに変化してしまう。

な場合の対処として，一般化最小二

することが考えられよう。

がら，線形確率関数として定式化す

るもう一つの大きな問題点は，理論

してのＥ( y )が，０と１の区間の範
ることがあるという点である。すな

数である限りＥ( y )＝Ｐ＝α＋βxが

ような x値や，０より小さくなる

在するわけであり，これは， yの定
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義および，その期待値を確率とする解釈と矛

盾するのである。確率は常に非負値をとり，ま

た，１より大きくなることはありえない。

　また，標本観測値の抽出の具合によっては，

古典的最小二乗法による係数(ここでは回帰直

線の勾配を表わす)は，偏りをもってしまう。

この偏りは，特定化の偏りといえるものである。

　以上のような問題点を克服するためには，質

に関する二肢選択型回帰モデルにおける別の接

近法として，当初からＥ( y )が単位区間内の値

しかとらないモデルを定式化する必要がある。

そうした定式化には，予測値の分布に関してあ

る仮定が必要になるが，全実線上の値をとりう

る xの値を，①０から１までの値の確率に，②

 xとyとの単調増加，減少の関係を維持するよ

う，適切な形状に単調変換してやればよい。こ

の目的のためには，累積確率関数を使用するこ

とができよう。累積確率関数は，変数 xの観測

値が特定の x *に等しいか，それ以下であるよ

うな確率を表わすと解釈される。確率は必ず，

１と０の間にあるから，累積確率関数の範囲は

(０，１)区間である。この種の定式化とし

て，プロビットモデル，あるいはロジットモデ

ルがある。以下，プロビットモデルの基本的考

え方を簡単に述べることとする。プロビットモ

デルは累積正規確率関数を使用する。

　累積正規確率関数は次のように書くことがで

きる。

　まず，最初に，個人の選択行動をあらわす指

数Ⅰを考え，これは説明変数の一次関数I＝α

＋βxであるとしよう。すなわちIの値が大き

くな紅ばなるほど，その個人がある選択行動を

とる尤度は大きくなっていく。

　次に，I の臨界値として Ｉ ＊を導入する。こ

の臨界値 Ｉ ＊を用いると，選択行動は次のよう

に記述できる。

I≧Ｉ ＊のとき y＝1

I＜Ｉ ＊のとき y＝0

　プロビットモデルは， Ｉ ＊が正規分布した確

率変数Ｎ(０，１)であると仮定している。し

たがって， Ｉ ＊がＩ よりも小さい(あるいは等

しい)確率が累積正規確率関数から求められ

る。この確率は，yが１であることの条件つき

確率の期待値と解釈でき，累積正規確率関数の

縦軸座標上の点で与えられて，かならず(１，

０)の区間内の値をとる。その形状は図のとお

りである(図－補－１参照)。

　関数Ｆを累積正規確率関数とすると，

Prob{ y＝1｜I }＝Prob{I≧I *｜I }＝F(I )

また，Prob{ y＝0｜I }＝Prob{I＜I *｜I }＝1

－F(I )

となる。プロビットモデルはIの関数，したが

って，xの関数である。ここから，α，βの推

定値を求めることができる。プロビットモデル

は，非線形であるから，推定に通常の最小二乗

法を利用することはできないため最尤推定法を

利用する。大きさ nの標本のうち，観察値が

 y＝１であるものが m個，残りの( n－m )個が

 y＝０を選択しているとすれば，尤度関係(Ｌ)は，

図－補－１　プロビットモデル

と書き表わされる。Lを最大にするようなα，β

の値が，α，βの最尤推定値となる。最尤推定法

は，そのパラメータの推定値が一致性をもち，適

切な統計的検定が行なわれることを保証する。

　プロビットモデルで，注意すべきことは，

 I の変化に伴う確率の変化が，Iの値によって

変化することである。関数 F(I )の変化率は，

 F(I )＝0.5のとき，最も大きく，0ならびに1
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の近傍で小さくなる。これに対して，線形確率

モデルの場合，この値は一定である。現実の行

動を考えた場合，Iの水準，したがって xの値
によって，ある選択行動をとる確率の変化に影

響があるとみる方がより説得的であろう。例え

ば，所得水準と投票との関係について考えてみ

ると，低所得者，および高所得者の場合には，

所得の少しくらいの変化では，これまでの既定

の投票態度をあまり変化させない (新たに態度

を変える確率はあまり増えない)が，中位の所

得者は，所得の若干の変化によって，投票態度

がかなりの程度変化する（賛成あるいは反対す

る確率が高まる)，と想定する方が，低，中，

高の所得水準にかかわらず態度の変化が同程度

とみる(すなわち，線形モデルを想定)より，

現実的かつ，説得的であろう。このような意味

からも，プロビットモデルの特定化の方が，よ

り適切な接近法であると考えられる。

　こうしたプロビット分析(あるいはロジッツト

分析)を利用した実証分析は，日本ではまだ少

ない。島田晴雄他 (1981)，アルバート安藤他

(1984)などで，実証分析が行われているので参

考にされたい。また，プロビット分析などの質

的な従属変数に関する計量理論的サーベイとし

ては雨宮健 (1981)，マクファーデン(1980)等

が有益であろう。
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